
　日本機械輸出組合では、去る２月２２日に第２

回自動車関連海外市場懇談会を開催し、広島大

学大学院文学研究科助教授 友澤 和夫氏から標

記のテーマでご講演をして頂きました。本稿は、

同講演をもとにとりまとめ、同氏のご校閲を得

て掲載するものです。

　

はじめに

　本日は、まずインドの概要を紹介してから、

四輪車部門・二輪車部門の成長と現状、自動車

部品産業の特性について説明し、これらを踏ま

えて最後に将来展望をお話しすることと致しま

す。

1．インドの概要

　インドは、北はデリー、東がコルカタ、西が

ムンバイ、南がチェンナイの四つの都市が中心

となっています。デリー、コルカタ、ムンバイ

が都市圏レベルで人口が約１,０００万人あります。

チェンナイは５００～６００万人程度です。総人口で

見ると２００１年調査で１０.２７億人と日本の８.１倍、面

積的には日本の８.７倍と大国といえます。

　しかし、その反面、GDP はまだ小さくて２００２

年現在では５,１００億ドル、日本の０.１３倍程度であ

り、経済的規模はこれからだと思います。注目

すべきは経済成長率であり、２００２年までは実質

ベースで５～６％であったのが、２００３年は８％

の伸びと成長率をさらに高めています。

　インドの経済の特性は、時期的に３段階に分

けて示すことができます。第１段階は独立から

１９７０年代迄の社会主義的な経済体制期です。こ

の時期には保護政策がとられ、国営企業と財閥

を中心とした産業構造となっていました。しか

し、オイルショックを機に国際的な競争力がな

くなり、経済は行き詰まりました。

　第２段階は８０年代の部分的な自由化期です。

外資も多少入ってきて、緩やかな経済成長が起

こりました。しかし、１９９０年初頭に外貨準備不

足、さらにはラジブ・ガンジー元首相の暗殺事

件等が起り、再び政治経済的な混迷に直面しま

した。これに対処するために、IMF の指導を受

け入れて１９９１年に「新経済政策（New Economic 

Policy）」を発表しました。これ以降本格的な自

由化期を迎え（第３段階）、インドは未曾有の高

度成長と工業生産の急増を経験しています。

　インドの工業生産を見ると、１９９３年から２００３

年の１０年間に平均で１.９倍に成長しております

が、最も伸びているのは自動車を含む輸送用機

器部門で２.７倍の成長率を示しました。
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2．四輪車部門の成長と現状

　インドの自動車産業は、乗用車、実用車（多

目的車を含む）、中・大型商用車、小型商用車の

四つの部門に分かれております。１９８０年の生産

台数はわずか１２万台であったのが、８０年代に緩

やかな成長をみせて３７～３８万台に増え、９０年代

前半に少し落ち込みましたが、その後、自由化

の導入とともに急成長して、２００３年には１２０万台

のスケールになりました。アジアでは日本、韓

国、中国に次いで４番目にミリオンクラブの仲

間入りをしたわけです。１９８０年代の部分的な自

由化期には日系企業の進出に特徴がありました

が、 本格的な自由化期には、日系メーカーのみ

ならず、世界各国から自動車企業が進出してい

る点に特徴があります。なお、インドの自動車

市場は、乗用車を中心としています。

　アジアの自動車生産国を貿易（輸出入）の観

点から類型化してみると、次の４つに分けられ

ます。

１．韓国と日本。生産が国内市場の規模よりも

はるかに大きく、輸出国です。

２．インドと中国。輸出も輸入もそれほど大き

くなく、国内生産と国内市場の規模がほぼ一

致している国です。

３．インドネシアとマレーシア。輸出に対して

輸入が大きく、生産規模が国内市場の規模に

比べて小さい国です。

４．タイ。元来３のグループに入っていました

が、アジア通貨危機の際に、各メーカーが同

国を輸出拠点として位置付けたため、輸出比

率が高まりました。そのため、第４のグルー

プとしました。

　このようにインドの自動車産業は国内市場を

指向している類型に属しており、国内市場が拡

大すればそれに対応して生産も増加する特徴を

持った国だと言えます。

　四輪メーカーは１７社ありますが、単純に三つ

に区分できます。（図表１．参照）
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従業者数総売上高
（百万ルピー）設立年会　社　名

７,９２４１０,７４７１９４２ヒンドゥスタン・モータース１
１１,８００４５,９６８１９４５マヒンドラ＆マヒンドラ２
２２,２５４１０８,５５１１９４５タタ・モータース３
１１,８６０３０,７４０１９４８アショック・レイランド４
７,１５３８,５４４１９５８バジャージ・テンポ５
９２５５,３２６１９５９アイーシャ・モーターズ６
４,５９０９０,６３８１９８１マルチ・ウドヨグ７
７４８３,７２４１９８３スワラジ・マツダ８
３５３２,８８８１９９４ダイムラークライスラー・インディア９
５４４１,７０６１９９４GMインディア１０
７９５９,８５４１９９５ホンダ・シエル・カーズ・インディア１１
２,６７７４０,６０２１９９６ヒュンダイ・モーター・インディア１２
２,０５０１７,６９６１９９７トヨタ・キルロスカ・モーター１３
３６０２,８１０１９９７ボルボ・インディア１４
１,９１５８,９０９１９９７フィアット・インディア１５

１０,５１４１９９９フォード・インディア１６
１２３３,８３６１９９９スコーダオート・インディア１７

民族資本

日印合弁

外資系

図表１．四輪メーカーの概要



　図表１の１～６がインドの民族資本によって

設立された会社で、設立年代も１９４２年から５９年

までと古くなります。７と８は、８０年代に日系

企業がいくつかインド企業との合弁で進出して

きましたが、その内、現在も続いているマルチ

・ウドヨグ社とスワラジ・マツダ社です。９～

１７は、ダイムラークライスラーや GM、ホンダ、

ヒュンダイ、トヨタ、ボルボ、フィアット、フ

ォード、スコーダの現地法人であり、１９９４年以

降に外資によって設立されたものです。

　インドの自動車産業の特徴は、日本と並んで

アジアの中では非常に古い歴史があること、そ

の一方で激しい競争があることです。生産は百

数十万台しかないのに、メーカー数は１７社と日

本よりも多いので、当然競争は激しくなります。

インド四輪メーカーの所在は、国内１３地域に分

布していますが、もともとインド自動車産業の

誕生の地は、ムンバイ、チェンナイ、コルカタ、

デリー（デリー周辺を含む）であり、この四つ

の大都市を中心として成長して来ました。 乗用

車市場は、セグメント別に、Ａが乗用車、Ｂが

多目的車、Ｃがバン型車に分類されます。（図表

２．参照）

　セグメントＡ１からＡ６までが普通のセダン

型車両です。一番小さいＡ１は Mini と呼ばれ、

車長は３.４m 以下のものです（インドではセグメ

ントを車長で決めています）。排気量としては

８００㏄クラスで、価格は２２万ルピー（１ルピー＝

約２６円、約５７万円）程度と一番安い車になりま

す。この市場に参入している会社は１社（マル

チ・ウドヨグ社：スズキとの合弁企業）しかあ

りません。Ａ２は Compact と呼ばれ、車長は

３.４～４.０m、排気量は１,０００㏄クラスです。価格は

３５万ルピー程度で、ここには３社が参入してい

ます。これより一つ大きいのがＡ３の Mid-size

で、車長４～４.５m、価格は５０万から８５万ルピー

です。参入している企業数は非常に多く、８社

あります。Ａ４からＡ６は高級車になります。

Ａ６がベンツのＳクラスで、これが最上級です。

多目的車も結構参入者数が多くて成長市場とな

っています。

　市場シェアを見ると、一番大きなシェアを持

っているのはＡ２の Compact・１,０００㏄クラスで

４３％であり、次がＡ１のMini で２０％となります

（図表３．参照）。６３％が１,０００cc 以下で構成され

ています。インドで車の商売をしようと思った

ら、この１,０００㏄以下の車種を持っていないと、

大きなマーケットを確保できません。ただし、

最近では、Ａ３・Mid-size が１３％でやや増加傾

向にあるとともに、インドでも多目的車が成長
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企業数価格（Rs）車長セグメント

１２２万３．４m以下A１　Mini

３３５万３．４－４．０mA２　Compact

８５０－８５万４．０－４．５mA３　Mid-size

４１１０万４．５－４．７mA４　Executive

５１２０－３００万４．７－５．０mA５　Premium

１３２０万－５．０m以上A６　Luxury

６４０－８０万多目的車B　　MUV

２バン型車C　　Van Type

図表２．乗用車市場の特性



市場になっています。Ａ４からＡ６の１,５００㏄以

上クラスの高級車になると、わずか１％程度の

シェアしかありません。

　２００２年の販売台数を見ると、全体で７０万８,０００

台です。上位３社は、マルチ・ウドヨグ社、タ

タ・モーターズ社、韓国のヒュンダイ・モータ

ー社で、この３社が１０万台を超える規模になっ

ています（図表４．参照）。自動車産業では１０万

台つくらないとスケールメリットが出てこない

ので、これ以下の企業はかなり厳しい状況にあ

ると思います。この３社に共通する点は、Ａ１

とＡ２を中心とした車種を持っていることであ

り、それが上位に来ている最大の理由です。フ

ォード、ホンダ、GM などを見ると、Ａ３以上

の車しか市場に出していなくて、販売台数も１

～２万程度の状況です。
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A1　Mini 
20％ 

A2　Compact 
43％ 

A3　Mid-size 
13％ 

A4～A6 
１％ 

C　Van 
7%

V　MUV 
16%

図表３．乗用車市場の構成（ 2002年）

車種区分販売台数（シェア）企業名

A１，A２，A３，B，C３３，０１８２（４６．６）マルチ・ウドヨグ

A２，A３．B１０４，４１２（１４．７）タタ・モーターズ

A２，A３，A５１０３，５３６（１４．６）ヒュンダイ・モーター

B，C５２，２８７（　７．４）マヒンドラ＆マヒンドラ

A４，A５，B３０，２９９（　４．３）トヨタ・キルロスカ・モーター

A２，A３２５，９３６（　３．７）フィアット・インディア

A３，A４，B１９，３２９（　２．７）ヒンドスタン・モーターズ

A３，A５１５，４０６（　２．２）フォード・インディア

A３，A５１３，２９６（　１．９）ホンダ・シエル・カーズ

A３，A４８，２８６（　１．２）ＧＭインディア

B４，０３０（　０．６）バジャージ・テンポ

A４，A５，A６１，１０９（　０．２）ダイムラークライスラー

　７０８，１０８（１００．０）計

図表４．メーカー別販売台数（2002年）



　以上のことから市場としての特徴は、１番目

が Mini・Compact 中心の市場構造であり、１,０００

㏄クラスの需要が大きく、やはり安い車に需要

の中心があること。２番目は、これからは１,３００

㏄クラスの中型車が伸びるとの予測があるた

め、この市場に力を入れている企業が多いこと。

３番目は、上位３社を除いて生産台数が１０万台

未満ですので、全体的には小規模生産・販売と

なり規模の経済性が働いているとは言えないこ

とです。１０万台以上生産している３社のみが、

規模の経済をある程度享受していると思いま

す。

　次にトヨタ・キルロスカ・モーター社を取り

上げて、より具体的な話をします。トヨタは１９８０

年代に商用車をつくる合弁会社をデリーに持っ

ていましたが、韓国の大宇に経営を譲り、イン

ドから手を引いたことがありました。しかし、

やはり将来的な市場として重要であるとの見通

しがあったため、１９９６年にダイハツと一緒にフ

ィージビリティスタディを始めました。

　その結果、トヨタは小型車ではなく多目的車

を生産することを戦略として、部品の仕入れ先

などを調査するとともに、自前のテクノパーク

（工業団地）を建設することを発表しました。実

際には９７年に現地法人を設立し、９９年からクオ

リスの生産を、２００３年にはカローラの生産を開

始しました。現地ではカムリも輸入して販売し

ています。

　工場の立地場所は、バンガロールというIT産

業で知られた都市近郊のバンガロール・ルーラ

ル県にあるビダディという工業団地です。バン

ガロールの周辺には、自動車会社が何社か立地

しています。例えば、スウェーデンのボルボ社

が大型商用車の工場を置いている。また、近く

のタミル・ナードゥ州ホシュールにはアショッ

ク・レイランド社とＴＶＳモーター社の工場が

あります。このような形で自動車企業が分布し

ています。進出理由は、州政府の熱心な誘致活

動があったこと、インドの中では気候条件が良

好で、合弁先（キルロスカ社）の拠点があり、

あるいは工科大学があることなどが挙げられま

す。

　資本金は７０億ルピーで、トヨタが９９％を保有

しており、キルロスカ社が１％です。現在は、

トヨタのプライベートカンパニー化しておりま

す。生産能力は５万台で、あまり大きくはなく、

従業員数は１,９１３人います。敷地面積は１７０万㎡

あり、拡張の余地が充分あります。この工場で

は様々なかたちで経費節減の工夫が見られま

す。例えば工場の天井の高さを日本のサイズよ

りも１メートル低くしていますし、組み立てラ

インの幅も日本より狭くして、省スペース化を

図っています。また、組み立てる車のラインか

らラインの移動は人手でやっています。

　トヨタとしては、まだインド市場に不安な点

があるために初期投資にあまりお金をかけない

で、市場の様子を見ながら、かなり手堅い工場

経営をされているようです。部品調達について

は、２００１年のデータでは、総額４５億５４００万ルピ

ーをインド国内より調達しています。車両１台

当たりの国内調達部品単価は、１５万９,８００ルピー

になります。この数字が何を意味すると云うと、

輸入部品の使用は１台当たり１５万４,４００ルピー

ですから、輸入部品とインド国内から調達して

いる部品がほぼ拮抗していることを示します。

通常、マルチ社などでは約９割が現地調達にな

っていますので、それに比べると部品の輸入比

率はかなり高いと云えます。（図表５．参照）

　輸入部品の比率がなぜ高いのか、その理由を

考えてみますと、タイからの輸入が１０万ルピー
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を超えていて、日本よりも多い。これがポイン

トです。タイからはエンジンを輸入しているの

で高くなるのです。それ以外は日本、フィリピ

ン、台湾、インドネシアから輸入しています。

輸入部品を使うとかなり割高になります。とい

うのは、輸入関税が３５％かかり、輸送費や様々

な手数料もほぼそれと同程度の３５％を要するの

で、現地調達するよりもおよそ７割は高くなり

ます。競争が激しい中で輸入部品の使用は出来

るだけ避けたいのが各メーカーの意向と思いま

す。従って、トヨタも出来るだけ地元から調達

したいので、現地化を推進しています。それと

新車を導入することもあって、インド国内のサ

プライヤー数は次第に増えており、２０００年に５８

社だったのが、２００２年末には７６社になっていま

す。その内訳は日系が２８、日系以外の外資系が

１６、インドの純粋なローカル企業が３２です。

　サプライヤーの分布の特徴は、工場から離れ

たかなり遠方に所在していることです。その分

布を示した図表６（バンガロール地区を除く）
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　図表５．　トヨタ・キルロスカ・モーター社―部品調達（2001年）―

・総額　４５５，４００万ルピーをインド国内より調達

　車両１台当たり　１５９，８００ルピー

・輸入部品の使用　１台当たり１５４，４００ルピー

　タイ　１０１，７００ルピー　日本　３５，３００　フィリピン　１６，４００

　台湾　７００　インドネシア　３００

＊輸入部品の使用は７０％（関税＋諸経費）割高

図表６．トヨタ・キルロスカ・モーター社－サプライヤー分布（全国）



では、日系を●、日系以外の外資を■、インド

ローカルを▲で表しております。サプライヤー

はデリー州に多く、プネー、チェンナイ、この

三つの地域に多くみられます。インドのような

国土面積が広い国で、このような遠くから持っ

てくるのは大変ですが、一つの地域ですべての

部品が揃うわけではないことの証左だと思いま

す。バンガロールには日系企業が多く、そのほ

とんどがトヨタの進出に合わせてバンガロール

周辺に立地したトヨタグループの部品メーカー

で、金額的には最も多く調達しております。あ

とは、ローカル企業の中から優れたものを選別

してサプライヤーとしている状況です。

　トヨタは部品配送システムとしてミルクラン

方式を採用し、ジャスト・イン・タイムを実現

しています。ミルクラン方式とは、ミルクマン

が各牛舎を回って牛乳を集めてくるという形態

に模して呼ばれている方式です。拠点となる都

市にクロスドッグを置いて、その周辺をトラッ

クがぐるりと回って集荷しています。例えば北

インドだと、デリーに部品のクロスドッグがあ

り、そこから丸１日かけて地区内のサプライヤ

ーを巡回して部品を集めて帰ってきます。プネ

ーではそれに１日から２日を要し、チェンナイ

では１日で各サプライヤーを回ります。そして、

収集した部品をまとめて、デリーから４.５日、プ

ネーから１.７５日、チェンナイからは０.７５日かけて

バンガロールに運んでいます。バンガロール内

でもミルクランを採用しています。トヨタがす

べてのサプライヤーに対してミルクランを全面

的に採用しているのは、恐らくインドだけでは

ないかと思います。また、物流を革新する試験

的な試みではないかとも思われます。

　図表７は、同社の地域別、サプライヤー別の

部品調達金額を示したものです。地域別に見る

と、トヨタが立地しているカルナータカ州で

６８％を調達しています。サプライヤーの分布は

インド全体に散らばっていますが、実際は地元

のカルナータカ州から一番多く調達していま

す。

　インドには独自の仕組みがあって、州を越え

る取引の場合は４％の売上税が加算されます。

従って、同じ州内から調達する方が合理的で、

地元からの調達が多くなります。

　サプライヤーをグループに分けますと、トヨ

タグループ、トヨタ以外の日系の合弁・提携企

業、外資系企業、ローカル企業の４つになりま

す。トヨタのグループ企業で７割を調達してお
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計ローカル企業外資系企業
日系合弁・提携企

業
グループ企業

　　

３１０９（６８．２）９９（２．２）１０８（２．４）１８７（４．１）２７１５（５９．６）カルナータカ州

５７９（１２．７）３（０．１）１０４（２．３）３２３（７．１）１４９（３．３）タミル・ナー
ドゥ州

５０８（１１．２）３２（０．７）１２（０．３）１６１（３．５）３０３（６．７）北部州

３６０（７．９）３０（０．７）７５（１．６）２３５（５．２）２０（０．４）西部州

４５５６（１００）１６４（３．６）２９９（６．６）９０６（１９．９）３１８７（７０．０）計

・北部州：デリー、ハリヤーナー、ＵＰ、ラージャスタン、パンジャーブ
・西部州：マーハラーシュトラ、ＭＰ、グジャラート

単位：百万ルピー（％）

図表７．トヨタ・キルロスカ・モーター社－部品調達金額（2001年）



り、日系合弁等から２割となり、この二つを合

わせて日系からの調達が９割となります。残り

は、外資系から６％、ローカル企業から３.６% と、

併せても約１０％にすぎません。調達地域とサプ

ライヤーのタイプをクロスさせてみると、カル

ナータカ州のグループ企業から６割を調達して

いることになります。これがコアとなっている

のです。

3．二輪車部門の成長と現状

　二輪車生産も右肩上がりで成長しています。

現在、インドにおける二輪車生産台数は世界第

２位です。中国が１位、インドが２位、インド

ネシアが第３位で、日本は４位です。１９９０年に

は日本が１位だったので、その当時から比べる

と順位に大きな変化がみられます。

　インド二輪車市場の特徴として、スクーター

からオートバイへの需要シフトが起きたことが

重要です。オートバイの価格は排気量が同じス

クーターより高いのですが、販売台数はスクー

ターを凌ぐようになりました。これにはインド

人の所得の上昇が端的に現れていると思いま

す。二輪車メーカーは１０社あります（図表 8．

参照）。その所有状況より、インド単独、インド

と日本の合弁、そして日本単独の３つに区分で

きます。インドと日本の合弁であったものが、

最近日本側が手を引いてインド単独となったも

のも２社（７番、９番）あります。メーカー別

生産台数をみると、１位がヒーロー・ホンダ

（ホンダの合弁企業）、２位バジャージ・オート

（現地）、３位は TVS モーター（現地）、４位ヤ

マハ（日本）です（図表９．参照）。このよう

に、①民族資本と日系が共存していること、②

上位３社によって生産の８割が構成され寡占状

態であること、も特徴です。

　ただし、ホンダの２番目の現地法人ホンダ・

モーターサイクル＆スクーターがバイクの生産

を始めたこと、スズキも単独で二輪車の現地法

人をつくる計画があり、この市場の構図はここ

数年の間に崩れ、日系のほうが有利になってく

る可能性があります。

 

4．自動車部品産業の特性

　自動車部品産業も自動車産業の成長と同様

に、その生産は右肩上がりで伸びています。部

品産業の特徴を貿易面から見ると、輸入が輸出

よりも多い入超構造になっています。しかし、

この構造は、日本との貿易で決定されています。

何故なら、日本からの輸入が全輸入額の４４％を

占めているのに対し、インドから日本への部品
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資本構成（の変化）本社位置設立年企業名称番号
インド
インド
インド→インド・日本→日本
インド
インド
インド
インド・日本→インド
インド眇日本
インド盻日本→インド
日本

プネー
チュンナイ
ファリダバード
プネー
デリー
デリー
チェンナイ
デリー
デリー
グルガオン

１９４５
１９５５
１９６３
１９７０
１９７２
１９７３
１９８２
１９８４
１９８４
１９９９

バジャージ・オート
ローヤル・エンフィールド・モーターズ
ヤマハ・モーター・インディア
カイネティック・エンジニアリング
LML
マジェスティック・オート
TVSモーター・カンパニー
ヒーロー・ホンダ・モーターズ
カイネティック・モーター・カンパニー
ホンダ・モーター・サイクル＆スクーター・インディア

１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０

図表８．二輪車メーカーの概要



輸出は少額に過ぎません。これがなければ、イ

ンドは自動車部品貿易では輸出の方が大きい国

になります。要するに、日本に対して大幅な入

超になっているということです。欧米の主だっ

た自動車工業国、アメリカ、ドイツ、イギリス、

フランスに対しては出超です。このことは、イ

ンド製部品が思いのほか世界的に流通している

ことを意味します。欧米諸国のグローバル調達

を進めている企業は、世界的に安い部品を探し

ており、その調達先の１つがインドとなってい

るのです。

　自動車部品企業の分布を見ると、１９７９年まで

は四つの大都市に設立されていましたが、１９８０

年代にはコルカタの方に投資が行かなくなりま

した。それに対して、デリー周辺に多くの企業

が集まるようになり、デリーの地位が向上しま

した。１９９０年以降になると、デリーの郊外の、

マルチ社やホンダの合弁企業があるグルガオン

地区で最も増加し、明らかに四つの中心的都市

の中ではデリー都市圏が卓越した新しい部品企

業が生まれる場所になっています。これが最近

の特徴的な動きです。

　デリーの郊外にノイダという中小企業が多く

立地している工業団地があり、１９９７年に自動車

部品企業の調査を実施しました。２４社から回答

を得たのですが、それらは以下のタイプに分け

ることができます。まずは、国内完成車メーカ

ーに直接部品を納める OEM サプライヤー（日

本的に言えば一次サプライヤー）が、１０社あり

ました（図表10．参照）。そして、この OEM サ

プライヤーに納品する二次メーカーが３社あり

ました。さらにこの二次サプライヤーに納める

ジョブ・ワーク型の賃加工工場が２社ありまし

た。これらが自動車メーカーを頂点とする部品

取引ネットワークを形成している工場といえま

す。

　それ以外には、国内は相手にしないで、海外

の部品市場への輸出を指向するエクスポーター

型と呼ぶべきところが３社ありました。もう一

つは、国内の部品取り替え市場（リプレースメ

ントマーケット）・部品トレーダー向けに生産す

るリペア・パーツ型の会社が４社ありました。

あとは部品企業とは言えませんが、自動車及び

自動車部品の生産ラインで使う機器を開発する
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図表９．メーカー別生産台数（2001年）



会社が２社ありました。このように多様なタイ

プの部品企業が存在するのがインドの特徴であ

り、産業としての強みであるといえます。

　自動車部品産業の特徴をまとめると、①自動

車産業の発展に伴う成長、②多様な部品企業の

存在、③比較的高い技術力（NC 工作機を導入

し、金型作成能力も持っている。技術養成学校

を企業内に持っている所もある）、④日本式工場

管理方法の積極的導入、になるかと思います。

5．インド自動車産業の将来展望

　インド自動車産業の将来については、まず経

済成長の回路に着目すべきです。すなわち、FDI

（外国からの直接投資）によってビジネスが拡大

し、雇用・賃金が上昇しています。これは中間

層の拡大と消費の拡大に繋がり、この二つが相

まって需要が増大し、インドの市場としての魅

力が向上する。これに引きつけられて、また海

外からの投資が増える。このような回路が働い

て経済が成長しています。（図表11．参照）

　従って、インドの経済成長の特徴とは、FDIと

内需拡大に支えられた経済成長だと云えます。

これは、同時に世界的な資本の流れの影響を受

けることを意味します。例えば、アジア通貨危

機があれば FDI は減少する。或いは、２００１年に

起こったようなインド・パキスタンの軍事的緊

張があれば、FDI は急激に減少する。FDI が少

なくなれば経済は低成長となり、低成長の年に

は自動車生産も低下する。そのような繋がりが

あります。このように外資の動きを直接受けて

しまう訳です。

　もう１点指摘すると、中国等に対する FDI と

のバランスがあります。現在は、日本企業はこ

とごとく中国に目を向けている状況です。その

結果、トヨタやホンダなど体力があるところは

いいのですが、通常の会社の経営資源には限界

があり一度に多方面に展開は出来ないので、中

国への投資が大幅に増えるとどうしても他の国

への投資は少なくならざるを得ない。インドの

経済あるいは自動車産業を考えるに際して、こ

のバランスもやはり重要な検討課題であると思

います。
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エクスポーター型 

生産機器開発型 

OEMサプライヤー型 リペア・パーツ型 

ジョブ・ワーク型 

２次的サプライヤー型 

海外部品市場 国内完成車メーカー 国内部品取り換え市場 

３ 

４ ３ 

２ 

10

２ 

図表10．自動車部品企業のタイプ



　他方、インドは環インド洋地域では一番の大

国であり、工業力が古くから最もある国です。

これを利用して、グローバル戦略の中でインド

を環インド洋地域のハブとする企業が何社か現

れています。後は、東南アジア諸国との経済的

関係の形成が重要になります。環インド洋地域

の中で、今、成長しているのは東南アジアの国

々です。これらの国々と現在、自由貿易協定

（FTA）が進行中ですが、これがどのように展

開するのか注目されるところです。

　自動車産業に限定すれば、アジア大洋州を管

轄する部署をタイに置いている日本企業が多

く、タイとインドの間で人が行き来することが

非常に多くなっています。また、先にタイに進

出した部品企業が、日本から直接ではなくてタ

イからの外国投資としてインドに投資すること

もあり、投資の面でもタイがこれから重要にな

ってくると思います。国内的な条件では、現在、

高速道路の整備が非常に進んでおり、日本の高

速道路並みのものが出来つつあります。

　最後に自動車産業の成長見通しですが、２００４

年４月から２００５年１月までの成長率を見ると、

対前年比で乗用車部門では約２０％、二輪車部門

でも１６％伸びています。ここ３年間の成長率を

見ますと、やはり年率１０数％の成長が当面は見

込まれると判断されます。現地でも、自動車の

市場規模は２０１０年には１６０万台になると予測さ

れています。

　今一つの成長の裏づけには、各社の新規投資

計画にあります。例えば、スズキはマルチ社以

外に新しい工場を２００７年までに建設し、年産７５

万台体制を構築する計画です。韓国の現代も新

工場を２００７年までに建て、年産４０万台体制にも

って行く計画です。従って、２０１０年頃までは、

現在のペースで成長することが予想されます。

■
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FDI
ビジネスの拡大 
雇用・賃金の上昇 

重要の増大 
市場の魅力の向上 

中間層の拡大 
消費の拡大 

図表11．インドの経済成長回路


